
自己資本の構成に関する開示事項

株式会社三井住友フィナンシャルグループ（連結）
（単位：百万円、％）

項目
平成27年
６月末

経過措置
による
不算入額

平成27年
３月末

経過措置
による
不算入額

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目

普通株式に係る株主資本の額 7,177,955 6,909,010

うち、資本金及び資本剰余金の額 3,095,217 3,095,225

うち、利益剰余金の額 4,258,030 4,098,425

うち、自己株式の額（△） 175,292 175,261

うち、社外流出予定額（△） － 109,379

うち、上記以外に該当するものの額 － －

普通株式に係る新株予約権の額 2,176 2,085

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金 816,831 1,225,246 801,543 1,202,315

の額

普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持 154,093 153,863

分の額

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基 67,825 70,451

礎項目の額に算入されるものの額の合計額

うち、非支配株主持分等に係る経過措置によ 67,825 70,451

り普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の

額に算入されるものの額

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額 （イ） 8,218,881 7,936,954

普通株式等Tier1資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ラ 301,382 452,073 303,449 455,174

イツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額 170,556 255,835 174,118 261,177

を含む。）の額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシン 130,825 196,238 129,330 193,996

グ・ライツに係るもの以外のものの額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。） 1,523 2,285 2,003 3,004

の額

繰延ヘッジ損益の額 △ 17,252 △ 25,878 △ 11,477 △ 17,216

適格引当金不足額 13,421 20,132 12,822 19,233

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する 19,618 29,428 18,683 28,025

額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であ 1,819 2,728 2,597 3,896

って自己資本に算入される額

退職給付に係る資産の額 99,197 148,796 102,160 153,241

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるも 5,866 8,799 3,954 5,931

のを除く。）の額
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意図的に保有している他の金融機関等の普通株 － － － －

式の額

少数出資金融機関等の普通株式の額 10,507 15,760 26,239 39,359

特定項目に係る十パーセント基準超過額 － － － －

うち、その他金融機関等に係る対象資本調 － － － －

達手段のうち普通株式に該当するものに関

連するものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービ － － － －

シング・ライツに係るものに限る。）に関

連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの － － － －

に限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 － － － －

うち、その他金融機関等に係る対象資本調 － － － －

達手段のうち普通株式に該当するものに関

連するものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービ － － － －

シング・ライツに係るものに限る。）に関

連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの － － － －

に限る。）に関連するものの額

その他Tier1資本不足額 － －

普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額 （ロ） 436,083 460,433

普通株式等Tier1資本

普通株式等Tier1資本の額　（（イ）－（ロ））（ハ） 7,782,797 7,476,520

その他Tier1資本に係る基礎項目

31a その他Tier1資本調達手段に係る株主資本の額及 － －

びその内訳

31b その他Tier1資本調達手段に係る新株予約権の額 － －

32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 － －

特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達 － －

手段の額

その他Tier1資本に係る調整後非支配株主持分等の 182,101 182,251

額

適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1 1,133,614 1,124,296

資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特 1,133,614 1,124,296

別目的会社等の発行する資本調達手段の額

うち、銀行持株会社の連結子法人等（銀行 － －

持株会社の特別目的会社等を除く。）の発

行する資本調達手段の額

30

34-35

33

35

27

29

33+35

20

21

22

23

24

25

28

17

18

19+20+21

19



経過措置によりその他Tier1資本に係る基礎項目 94,134 93,785

の額に算入されるものの額の合計額

うち、為替換算調整勘定の額 94,134 93,785

その他Tier1資本に係る基礎項目の額 （ニ） 1,409,850 1,400,333

その他Tier1資本に係る調整項目

自己保有その他Tier1資本調達手段の額 － － － －

意図的に保有している他の金融機関等のその他 － － － －

Tier1資本調達手段の額

少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段 78 117 203 304

の額

その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の 63,452 95,178 63,453 95,180

額

経過措置によりその他Tier1資本に係る調整項目 281,148 284,571

の額に算入されるものの額の合計額

うち、営業権相当額 3,766 3,834

うち、のれん相当額 201,729 205,514

うち、企業結合等により計上される無形固 36,158 37,580

定資産相当額

うち、証券化取引に伴い増加した自己資本 29,428 28,025

に相当する額

うち、適格引当金不足額の50％相当額 10,066 9,616

Tier2資本不足額 － －

その他Tier1資本に係る調整項目の額 （ホ） 344,679 348,227

その他Tier1資本

その他Tier1資本の額　（（ニ）－（ホ）） （ヘ） 1,065,171 1,052,105

Tier1資本

Tier1資本の額　（（ハ）＋（ヘ）） （ト） 8,847,968 8,528,626

Tier2資本に係る基礎項目

Tier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその － －

内訳

Tier2資本調達手段に係る新株予約権の額 － －

Tier2資本調達手段に係る負債の額 481,290 374,988

特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の － －

額

Tier2資本に係る調整後非支配株主持分等の額 40,134 39,348

適格旧Tier2資本調達手段の額のうちTier2資本 1,423,997 1,423,997

に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特 － －

別目的会社等の発行する資本調達手段の額

うち、銀行持株会社の連結子法人等（銀行 1,423,997 1,423,997

持株会社の特別目的会社等を除く。）の発

行する資本調達手段の額
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一般貸倒引当金Tier2算入額及び適格引当金 68,808 64,776

Tier2算入額の合計額

うち、一般貸倒引当金Tier2算入額 68,808 64,776

うち、適格引当金Tier2算入額 － －

経過措置によりTier2資本に係る基礎項目の額に 715,121 699,394

算入されるものの額の合計額

うち、その他有価証券の連結貸借対照表計 695,755 679,578

上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除

した額の45％相当額

うち、土地の再評価額と再評価の直前の帳 19,366 19,816

簿価額の差額の45％相当額

Tier2資本に係る基礎項目の額 （チ） 2,729,352 2,602,505

Tier2資本に係る調整項目

自己保有Tier2資本調達手段の額 － － － －

意図的に保有している他の金融機関等のTier2 － － － －

資本調達手段の額

少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額 1,719 2,578 4,043 6,065

その他金融機関等のTier2資本調達手段の額 50,000 75,000 50,023 75,034

経過措置によりTier2資本に係る調整項目の額に 109,734 111,149

算入されるものの額の合計額

うち、旧告示第二条の算式における補完的 109,734 111,149

項目又は控除項目に該当する部分の額

Tier2資本に係る調整項目の額 （リ） 161,453 165,216

Tier2資本

Tier2資本の額　（（チ）－（リ）） （ヌ） 2,567,899 2,437,289

総自己資本

総自己資本の額　（（ト）＋（ヌ）） （ル） 11,415,868 10,965,916

リスク・アセット

経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ 173,471 210,891

れるものの額の合計額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービ 33,251 32,434

シング・ライツに係るものを除く。）に係

る額

うち、退職給付に係る資産に係る額 33,041 33,867

うち、少数出資金融機関等の対象資本調達 27,083 64,835

手段に係る額

うち、その他金融機関等のその他Tier1資 52,936 52,936

本調達手段に係る額

リスク・アセットの額の合計額 （ヲ） 66,440,821 66,136,801
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連結自己資本比率

連結普通株式等Tier1比率　（（ハ）／（ヲ）） 11.71% 11.30%

連結Tier1比率　（（ト）／（ヲ）） 13.31% 12.89%

連結総自己資本比率　（（ル）／（ヲ）） 17.18% 16.58%

調整項目に係る参考事項

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る 831,237 798,335

調整項目不算入額

その他金融機関等に係る対象資本調達手段のう 487,211 477,320

ち普通株式に係る調整項目不算入額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ラ － －

イツに係るものに限る。）に係る調整項目不算

入額

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。） 3,999 5,285

に係る調整項目不算入額

Tier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項

一般貸倒引当金の額 68,808 64,776

一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 84,830 84,065

内部格付手法採用行において、適格引当金の合 － －

計額から事業法人等向けエクスポージャー及び

リテール向けエクスポージャーの期待損失額の

合計額を控除した額（当該額が零を下回る場合

にあっては、零とする。）

適格引当金に係るTier2資本算入上限額 317,055 312,347

資本調達手段に係る経過措置に関する事項

適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 1,138,100 1,138,100

適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1 － －

資本調達手段に係る算入上限額を控除した額

（当該額が零を下回る場合にあっては、零と

する。）

適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 1,423,997 1,423,997

適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2 31,881 43,258

資本調達手段に係る算入上限額を控除した額

（当該額が零を下回る場合にあっては、零と

する。）
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